
事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 23 年 8 月 3日 

担当部・課：農村開発部畑作地帯第一課 

１．案件名 

国名 ：パラグアイ共和国 

案件名： 

(和)イタプア県・カアサパ県におけるテリトリアル・アプローチ実施体制強化のための農村開

発プロジェクト 

(英)Rural Development Project for Strengthening of Territorial Management System in 

Itapua and Caazapá 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

パラグアイ国政府は、貧困格差問題の是正に向け、セクター別(縦割り)且つトップダウンの

行政による開発アプローチから、地域単位の開発アプローチへの転換を進めるべく、政策・制

度、経済・生産、社会・文化、環境の 4 つの視点から見て共通性の高いと思われる地域を「テ

リトリーi」として設定し、それぞれの「テリトリー」の開発ニーズとその優先度に応じて、セ

クター横断的に開発を進める「テリトリアル・アプローチii」を適用した新たな農村開発アプロ

ーチの実施体制構築を進めている。 

本プロジェクトは、イタプア県・カアサパ県の各２テリトリーをパイロット地区iiiとし、テ

リトリーを単位とした参加型の開発計画の策定・実施等の一連の事業運営管理システム(参加型

のテリトリー運営管理システム)と、これを実施するにあたり必要な資本やサービスを効果的・

効率的に調達・配分するための国・県・市の連携・調整メカニズムを構築し、開発計画の実施・

モニタリングを行う農村開発モデルを構築することを目標としている。 

具体的には、①中央・県・市の各レベルにおけるテリトリー運営管理に関わる官民関係者の

育成、②テリトリー運営管理に必要な制度および制度間の調整・連携メカニズムの確立、③テ

リトリーの開発戦略の策定およびテリトリー開発戦略に基いた開発計画・事業の実施、④これ

ら各要素のモニタリング・評価を行い、①～④の総体的なキャパシティ・デベロップメントを

図る。その上で、プロジェクトによって提案される農村開発事業の手法と関係制度の調整・連

携メカニズムが参加型のテリトリー運営管理に最適に機能することを実証し、形成された参加

型のテリトリー運営管理システムが、パラグアイ国政府の中長期的な国家戦略として採用され

ることを促進する。 

（２） 協力期間 

 2011 年 10 月～2016 年 10 月(60 ヶ月) 

（３） 協力総額（日本側） 

 約 4.0 億円 

（４） 協力相手先機関 

 実施機関：農牧省(MAG)、大蔵省(MH) 



 関係支援機関：大統領府を中心とする各省庁(企画庁、環境庁、商工省など) 

（５） 国内協力機関 

パラグアイのテリトリアル・アプローチに関する国内支援委員会を設置予定 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

パイロット地区住民(約 250,000 人)及び中央・県(イタプア県・カアサパ県)・市レベルの官

民の開発関係者 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

パラグアイの第一次産業は GDP の 3 割、輸出の 4割を占め、全人口 634 万人(UN 2008 年)の約

49%が農村部に居住(尚、人口の 97%は東部 14 県に集中)している。さらに、第一次産業従事者は

就労人口の約 29.5%(ILO 2007)であり、農業はパラグアイの基幹産業であるといえる。この農業

人口の 8割は小規模農家（以下、小農）と呼ばれ、土地所有面積が 20ha 未満(東部地域)で家族

の主たる収入源が農業である農村生産者である。しかしながら、小農の所有する農地面積は全

農地面積の 1 割に過ぎないことに加え、著しく低い生産性や脆弱な市場競争力といった課題を

有している。また、輸出産業として大豆・トウモロコシ・小麦の生産を中心的に行う大規模農

家の一人当たり平均所得が年間 12,000 米ドルであるのに対し、小農は年間 360 米ドル程度であ

る。このような所得の格差だけではなく、農村部は首都近郊に比べ、水資源、運輸交通などの

社会開発面でも多くの課題を抱えており、パラグアイは世界的にも国内貧富の格差が大きい国

(2009年のジニ指数(53.2)は120カ国中17番目)であり、貧困度自体も中南米地域では高い国(総

人口の 4割前後が貧困層)に位置づけられる。従って、パラグアイの貧困格差を所得向上に限ら

ず様々なセクター課題の視点から是正していくためには、農業人口の 8 割を占める小農が居住

する地域に対する支援は欠かすことの出来ないものである。 

このような状況の中、パラグアイ政府は、様々な小農向けの支援を実施してきた。しかし、

小農支援に必要な技術(低コストかつ持続性の高い生産性向上技術等)の未確立、社会開発面の

普及サービスの不在、普及員・技術者の能力不足、技術開発・普及・融資のサービス間の連携

不足、地方自治体の能力不足などの農業を中心とした生産セクターの様々な要因のため、8割以

上の農家が融資や技術支援の恩恵を受けられていない。これは組織自体の技術力やサービス提

供能力の未熟さの課題もあるが、セクター別(縦割り) 行政体制における組織内外の調整・連携

不足やトップダウンによる行政体制の為に、限られた受益者に対し対処療法的な支援しか講じ

られないことや、小農のニーズが行政側に適切に届いていないことも大きな課題である。近年、

このように、小農側の課題(低農業所得など)だけでなく、農業を中心とした生産セクター全体

における行政サービスの課題が浮き彫りとなり、今までの政府の農村開発の枠組みを根本から

見直し、セクター間、国家・地方行政レベル間、官民の間で情報を共有し、相互補完・重複回

避に基づくより適切な枠組みに再構築し、開発効果を高めていく必要性が認識されるようにな

った。 

そのため、共通した開発目標を有する地域を開発対象とする新たな農村開発の枠組みとして、

近年中南米諸国で採用されつつあるテリトリアル・アプローチを、パラグアイ政府も採用する



方針を示しており、2009 年 2 月より 2011 年 8 月にかけ、JICA は開発調査「小農支援のための

総合的農村開発計画(以下、EDRIPP)」を実施し、パラグアイにおける「農村テリトリーの持続

的開発戦略策定のためのガイドライン」(以下、ガイドライン)の策定支援を行った。この結果、

今後、本ガイドラインに沿って、制度改革やテリトリアル・アプローチによる農村開発の実施・

促進を行っていくことにつき、先方関係省庁間で合意がなされている。また、ドイツ国際開発

公社(GIZ), スペイン国際開発協力庁(AECID), 米州農業協力機関(IICA)などの他ドナーも近年

テリトリアル・アプローチによる事業を推進しており、今後も上記ガイドラインに基づいた連

携が行われる予定である。 

このような背景の下、パラグアイ国政府は日本国に対し、EDRIPP で提案されたテリトリーの

一部において、テリトリアル・アプローチに基づくモデルプロジェクトの実施を通じ、パラグ

アイに適した新たな農村開発アプローチの実施体制構築を目的とする技術協力プロジェクトを

要請した。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

 パラグアイ政府は、「社会開発公共政策 2010－2020」および「社会経済戦略 2008－2013」に

おいて、貧困層への社会サービスの充実と行政組織の整備・改革を進める方針を打ち出してお

り、この中で、農村開発を進める手法として中南米各国でその有効性が実証されているテリト

リアル・アプローチを取り入れることとしている。農牧省では、既に必要な組織改革(2010 年 5

月省令にて農業普及局内に担当部署(テリトリアル管理課)を設置、2008 年 8 月省令にて農牧セ

クターの関係組織との調整強化のための大臣の顧問機関（農牧農村開発のための運営統合シス

テム(SIGEST:Sistema Integrado de Gestion para el Desarrollo Agropecuario y Rural)）を

設置)に取り組んでいる。また、企画庁では県レベルでのテリトリー開発計画が策定され、大蔵

省では地方行政ユニット（UDM：Unidad de Departamentos y Municipios)が同省の財務次省内

に設置されるなど、政府全体の取り組みとして同アプローチの導入が既に開始されている。特

にテリトリアル管理課については、テリトリーの地方行政府と共にテリトリー運営管理に係る

活動を推進することや、地方行政府と SIGEST 間の調整を行うことが定められており、また、農

業普及局農業開発センター(CDA)はテリトリー運営管理を県レベルで施行する責任機関として、

必要な人員配置が行われることが定められている。また、UDM については、地方行政府に対する

サービス提供・技術支援の唯一の責任機関として、県や市の行政府の行政能力向上の点からの

協力を得る予定である。このように同アプローチによる農村開発事業の運営管理を促進するた

めの機構改革は着手されつつあり、本プロジェクトは、パラグアイの政策の方向性に合致して

いる。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 

「平成 22 年度経済協力政策協議」(2010 年 7 月)にて、2007 年のパラグアイ政府との現地政

策協議で合意された我が国の援助重点分野「貧困対策」「持続的経済開発」「ガバナンス」の３

分野を、引き続き日本の対パラグアイ支援の重点分野とすることが、パラグアイ国政府と日本



国政府で合意されている。「貧困対策」の援助重点分野の下に、開発課題「貧困層の生計向上」

が設定されており、本プロジェクトはこの開発課題の中で展開される「小農自立化支援プログ

ラム」に位置づけられる。 

JICA は、「小農自立化支援プログラム」の中で、パラグアイの重点政策に沿って EDRIPP を実

施してきており、本プロジェクトは、EDRIPP により策定されたガイドラインに則って実施され

るものである。なお、EDRIPP では大蔵省及び大統領府を中心とする他省庁で構成される関係省

庁調整委員会(CIMC)およびその技術ユニット(UTG)との協働により調査を進めており、本プロジ

ェクトへの協力も CIMC・UTG を基盤とする関係中央省庁の調整・連携機能(ガイドラインにおい

ては「国家農村開発委員会(CN-DSTR)」と提案)の側面支援を得ながら進められる予定である。 

また、「小農自立化支援プログラム」は、現在テリトリアル・アプローチの採用を基本方針に

して戦略性の高いプログラムに組みなおす作業が進行中であり、本プロジェクトは、同プログ

ラムの中核的な取り組みとして位置づけられる。 

なお、本案件は小農自身の課題だけでなく、小農を取り巻く行政サービスの課題解決に資し、

パラグアイ政府の推進する地方分権化にも有効な成果が期待されるため、「ガバナンス」分野へ

の貢献も期待される。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

プロジェクト目標： 

参加型のテリトリー運営管理システムによる農村開発事業の手法と関係制度の調整・連携

メカニズムを通じて、対象 4テリトリーにおける開発目標の達成が確認される。 

[指標] 

1) 参加型のテリトリー運営管理システムに関する提案内容への、関係組織からのポジテ

ィブな評価 

2) 2016 年における対象 4テリトリーでの開発目標の達成状況(具体的開発目標は、各テリ

トリーのテリトリー開発戦略が策定され次第、詳細が設定される) 

3) 対象テリトリーとそれ以外の地域との行政効率の差異(指標の達成状況／行政コスト

など) 

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

上位目標： 

対象 4 テリトリーにおいて継続的なテリトリー開発による社会経済指標の変化が確認さ

れる。 

参加型のテリトリー運営管理システムが、中長期的な東部 13 県における国家戦略として

導入される。 

 [指標]  



1) 2019 年における対象 4 テリトリーにおける社会経済指標の改善(具体的な指標は、各

テリトリーのテリトリー開発戦略が策定され次第、詳細が設定される) 

2) 関連法制度の変更(テリトリー事務局の法的な設置など) 

3) 予算制度の変更(県政府によるテリトリー運営管理に係る予算枠の設置など) 

4) 東部 13 県の他地域において新たに策定されたテリトリー開発を審議する場およびテ

リトリー開発戦略の有無 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

 

アウトプット１： 

各テリトリーにおいて、参加型かつ包摂的な方法ivでテリトリー開発を審議する場が設

置・強化される。 

活動 1-1 農牧省と大蔵省が、当該地域において住民、NGOs、民間企業、行政機関等を対

象に、テリトリー開発にかかる啓発活動を実施するのを支援する。 

活動 1-2 農牧省と大蔵省が、当該地域においてテリトリー運営の事務局となる組織（テ

リトリー事務局v）を検討・確定するのを支援する。 

活動 1-3 農牧省、大蔵省とテリトリー事務局が、市レベルのクラスター分析を確認、レ

ビューするのを支援する。 

活動 1-4 農牧省、大蔵省とテリトリー事務局が、対象テリトリーの定義（範囲、特徴等）

を検討するのを支援する。 

活動 1-5 農牧省、大蔵省とテリトリー事務局が、住民を含む関係者（テリトリー内アク

ター）によるテリトリーの定義に係る合意形成のファシリテーションを行うの

を支援する。 

活動 1-6 農牧省、大蔵省とテリトリー事務局が、対象テリトリーでベースライン調査を

実施し、その分析結果（男女別）を関係者にフィードバックするのを支援する。 

活動 1-7 農牧省、大蔵省とテリトリー事務局が、対象テリトリー内のアクターの基本デ

ータをまとめるのを支援する。 

活動 1-8 農牧省、大蔵省とテリトリー事務局が、テリトリー内アクターによりテリトリ

ー開発を審議するメンバーの構成が包摂性、活用可能な資金・人的資源等に配

慮して決定されるためのファシリテーションを行うのを支援する。 

活動 1-9 テリトリー開発を審議するメンバーおよびテリトリー事務局が、審議を行うた

めのグループの規範をその働きに合わせて作るのを農牧省、大蔵省と共に支援

する。 

活動 1-10 農牧省と大蔵省が、テリトリーを審議する場、テリトリー事務局の機能状況

を評価するのを支援する。 

[指標] 

1) テリトリー開発を審議するメンバー構成の代表性（ジェンダー、世代、居住地域など

を考慮） 



2) 審議を行うための規範の形成と遵守の状況 

3) 審議の実施回数と出席状況（男女別） 

4) 審議に対する参加者の満足度（各構成員の意見と審議結果の一致、各構成員の審議結

果への理解） 

5) テリトリー開発の審議に対する住民の信頼度 

6) 審議の場を形成するためのガイドラインやファシリテーション手法の有無 

7) 中央省庁もしくは県庁内のファシリテーション担当者の数 

※上記指標は、現時点での想定であり、アウトプット１～４の指標については、プロジェ

クト開始後 6 ヶ月以内に 1)行政プロセス、2)インフラ、3)人的資源、4)政治プロセス、

5)テリトリー運営管理に関心を持つ集団の各視点より設定することとする。 

 

アウトプット２： 

中央・県・市の各レベルで、参加型のテリトリー運営管理を支援する関係組織間の調整・

連携のメカニズムが形成され、各組織の能力が強化される。 

活動 2-1 農牧省と大蔵省が、関係組織と調整しつつ、参加型のテリトリー運営管理シス

テムにおける各関係組織の責任と役割分担を提案し、関係組織との調整を通

じて明確にするのを支援する。 

活動 2-2 農牧省と大蔵省が、関係組織と調整しつつ、各関係組織の調整と連携に関する

規範を提案し、関係組織との調整を通じて決定するのを支援する。 

活動 2-3 農牧省と大蔵省が、関係組織と調整しつつ、制度の機能状況を評価するのを支

援する。 

活動 2-4 各関係組織が、自組織についてテリトリー運営管理に関する現状と課題を分

析し、整理するのを支援する。 

活動 2-5 各関係組織が抽出された課題への対策を決定するのを支援する。 

活動 2-6 各関係組織による対策の試行を支援する。 

活動 2-7 各関係組織と共に試行結果を評価し、取るべき対策に改善を加えるのを支援

する。 

活動 2-8 各関係組織が自組織の機能状況を評価するのを支援する。 

[指標] 

1) 中央・県・市レベルにおける関係組織間の調整会議の実施状況 

2) 関係組織からテリトリー開発を審議するメンバーへのフィードバック 

3) 関係組織間の調整と連携に関し試行されたルールの検討状況 

4) 関係組織内の制度的課題を分析したワークショップの実施状況 

5) 参加型のテリトリー運営管理のために、関係組織内で試行された改善案の検討状況 

6) 各組織内の課題への改善策の結果に対する認知度 

※上記指標は、現時点での想定であり、アウトプット１～４の指標については、プロジェ

クト開始後 6 ヶ月以内に 1)行政プロセス、2)インフラ、3)人的資源、4)政治プロセス、

5)テリトリー運営管理に関心を持つ集団の各視点より設定することとする。 



 

アウトプット３： 

 官民の中央・県・市レベルの各段階で参加型のテリトリー運営管理に必要な人的資源が強

化される。 

活動 3-1 農牧省と大蔵省が、関係組織と調整しつつ、アウトプット２に基づき、中央・

県・市の各レベルにおいて必要となる研修のテーマ、内容と方法を決めるのを

支援する。 

活動 3-2 農牧省と大蔵省が、関係組織と調整しつつ、研修計画を立てるのを支援する。 

活動 3-3 農牧省と大蔵省が、の関係組織と調整しつつ、各対象者に対し、研修を実施す

るのを支援する。 

活動 3-4 農牧省と大蔵省が、関係組織と調整しつつ、研修受講者（男女別）の知識を試

験するのを支援する。 

活動 3-5 農牧省と大蔵省が、関係組織と調整しつつ、研修マニュアルおよび研修教材を

作成するのを支援する。 

[指標] 

1) 研修を修了した人（男女別）の数 

2) 参加型のテリトリー運営管理についての研修受講者の理解度 

3) 研修担当部局による研修マニュアルおよび研修教材を用いた研修開催頻度・回数 

※上記指標は、現時点での想定であり、アウトプット１～４の指標については、プロジェ

クト開始後 6 ヶ月以内に 1)行政プロセス、2)インフラ、3)人的資源、4)政治プロセス、

5)テリトリー運営管理に関心を持つ集団の各視点より設定することとする。 

 

アウトプット４： 

テリトリー開発戦略およびプログラムが策定され、実施される。 

活動 4-1 テリトリー開発を審議するメンバーが、テリトリー事務局の支援を得ながら、

テリトリー開発戦略を参加型手法によって決めるのを、農牧省、大蔵省とと

もに支援する。 

活動 4-2 テリトリー開発を審議するメンバーが、テリトリー事務局の支援を得ながら、

ベースライン調査の結果を踏まえてテリトリー開発戦略に基づいた活動方針

を決めるのを、農牧省、大蔵省とともに支援する。 

活動 4-3 テリトリー開発を審議するメンバーが、テリトリー事務局の支援を得ながら、

テリトリーの中で利用できるリソースをアクターの間で協議するのを、農牧

省、大蔵省とともに支援する。 

活動 4-4 テリトリー内アクターが、テリトリー事務局の支援を得ながら、関係組織と

の調整・連携を通じて、テリトリーの外のリソースを調達するのを、農牧省、

大蔵省とともに支援する。 

活動 4-5 テリトリー内アクターが、テリトリー事務局の支援を得ながら、テリトリー

開発戦略における開発計画・プログラム案・事業案を策定するのを、農牧省、



大蔵省とともに支援する。 

活動 4-6 テリトリーのアクターが、テリトリー事務局の支援を得ながら、事業の実施

に向けて活動するのを、農牧省とともに支援する。 

活動 4-7 テリトリー開発を審議するメンバーが、テリトリー事務局の支援を得ながら、

各事業の実施状況について参加型でモニタリングし、関係組織と共有の上、

文書資料を残すのを、農牧省、大蔵省とともに支援する。 

[指標] 

1) テリトリーの開発戦略およびプログラムの有無 

2) テリトリー開発戦略における開発計画に基いた事業の進捗状況 

3) テリトリー住民の事業に対する満足度 

※上記指標は、現時点での想定であり、アウトプット１～４の指標については、プロジェ

クト開始後 6 ヶ月以内に 1)行政プロセス、2)インフラ、3)人的資源、4)政治プロセス、

5)テリトリー運営管理に関心を持つ集団の各視点より設定することとする。 

 

アウトプット５： 

プロジェクトにより生じた変化が検証される。 

活動 5-1 関係組織の意向を踏まえつつ、プロジェクトの成果を測る手法とツールを設

計する。 

活動 5-2 モニタリング・評価を実施する。 

活動 5-3 モニタリング・評価の結果を関係者にフィードバックし、外部に発信する。 

活動 5-4 参加型のテリトリー管理システムによる農村開発事業の手法と関係制度の調

整・連携メカニズムのパラグアイ政府に対する提案書を作成する。 

[指標] 

1) モニタリング・評価システム(手法・ツール)の有無と評価に用いる指標の種類 

2) モニタリング・評価の定期的(ベースライン調査実施時、中間時、終了時)な報告状況 

3) モニタリング・評価結果についての関係者の認知度 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 4.0 億円） 

・専門家派遣 

1) 日本人（長期）：チーフアドバイザー／開発マネジメント×1 名×5 年 

業務調整／参加型開発×1 名×5 年 

2) 日本人（短期）：組織強化、ジェンダー、生活改善・普及、農民組織、地場産業振興な

ど 

・必要に応じた第三国の専門家・コンサルタント： 

テリトリアル・アプローチ、農業融資、農牧生産チェーンの確立に関する研究、技術開発、

技術普及等 

・本邦／第三国研修 



・現地活動経費（国内コンサルタント傭上、研修開催・資料作成費、テリトリーにおける事

業への一部支援等） 

・機材供与 

② パラグアイ国側 

・カウンターパートと管理職員の配置 

1) プロジェクトダイレクターおよびプロジェクトマネージャーを含むカウンターパ

ート 

2) 管理職員、秘書、ドライバー、その他の支援要員 

・執務室、車両、その他必要な機材の提供 

・プロジェクト運営費用 

カウンターパート人件費、施設・土地手配、その他 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

1) 前提条件 

① 対象テリトリーの住民がプロジェクトに反対しない。 

② 市レベルのクラスター分析が実施されている。 

③ テリトリー開発に関係する省庁が、プロジェクトの実施に反対しない。 

2) アウトプット達成のための外部条件 

① カウンターパートやテリトリーでの関係組織職員が頻繁に異動しない。 

② 住民組織の代表の多くが移住しない。 

③ 自然災害や極端な異常気象がターゲット地域で発生しない。 

3) プロジェクト目標達成のための外部条件 

① 近隣の市との間で深刻な政治的対立が発生しない。 

② テリトリー開発を推進する農牧省の方針に変更が生じない。 

4) 上位目標達成のための外部条件 

① 深刻な政治的混乱が発生しない。 

 

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

本プロジェクトの実施は、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・ 上記 3.(1)で既述のように、パラグアイ政府は農民の主体的参加に基づく貧困層への社会サ

ービスの充実と行政組織の整備・改革を重点政策としている。これに沿い農牧省内でも、中

南米各国でその有効性が実証されてきたテリトリアル・アプローチに基づく農村開発事業の

運営管理を促進するための機構改革が始まろうとしている。従って、本プロジェクトにより

パラグアイで本アプローチの適用を進める妥当性は極めて高い。 

・ ガバナンス改善は前政権から政府の最優先課題の一つである。また、「社会経済戦略 2008－

2013」の中でも政策の柱の一つとして公共行政と国営企業の近代化を挙げており、公共政策

の調整に役立つシステム構築を目指している。本プロジェクトは質の高い社会サービスの提

供を促進するための各関係組織の業務効率化の向上にも資するシステムの形成を行うもの



であり、パラグアイ政府の政策の観点から妥当性は高い。 

・ 農牧省を中心としたテリトリー運営管理をおこなうことは、農牧省内のテリトリアル管理課

の設置や、農業普及局の CDA を通じたテリトリー運営管理の推進や人員配置の背景からも実

施機関としての妥当性は高い。 

・ 本プロジェクトの対象地域は、貧困度が高いと判断されるカアサパ県と、社会経済格差が著

しいイタプア県であり、ともに農村部の生活向上を支援する必要性が高い。 

・ 農村開発の関係組織による調整会議は、他のドナーの支援によっても実施されてきたが、そ

の分野や行政の階層は、農業生産や県・市のレベルに限定されていた。本プロジェクトは、

テリトリアル・アプローチに基づき多分野多階層による全体的な調整・連携制度を形成する

ものであり、他のドナーによる支援と連携することにより拡大・深化を期待できるものであ

る。 

・ 本プロジェクトは、援助重点分野「貧困対策」「持続的経済開発」「ガバナンス」の３分野の

中で「貧困対策」の援助重点分野の下に設定されている「貧困層の生計向上」の中で展開さ

れている「小農自立化支援プログラム」において、中核的な位置づけを与えられる。また、

本プロジェクトは、小農自身の課題だけでなく、小農を取り巻く行政サービスの課題解決に

資し、パラグアイ政府の推進する地方分権化にも有効な成果が期待されるため、「ガバナン

ス」分野への貢献も期待される。 

・ JICA においては、生活改善分野の日本の経験を生かした技術協力プロジェクトや研修事業

を、中南米地域を対象に実施してきた。地域住民、市民組織および関連行政組織の結束強化

のために、これらの協力成果が、帰国研修員や所属組織とその地域ネットワークを通じて活

用できる点で、優位性がある。 

 

（２） 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から高い有効性が見込まれる。 

・ 本プロジェクトの基本活動は、対象テリトリーでアウトプット 1にある「テリトリーにおけ

る開発を審議する場」を確定し、アウトプット 4として「テリトリー開発戦略における開発

計画」を策定し、実施することである。しかし、各テリトリーで策定・実施される各々の事

業が本プロジェクトではなく、そこでの実践を通じて、テリトリー開発の運営管理の実効的

な仕組みを形成することが本プロジェクトの戦略である。 

・ 上記の戦略を支えるものとして、各行政レベルとテリトリーにおける人的資源の強化（アウ

トプット 3）、関係する組織の強化（アウトプット 2）、組織間の連携・調整に係る制度の強

化（アウトプット 2）がある。これに加え、参加型のテリトリー運営管理によるテリトリー

開発のための事業の効果について科学的かつ客観的な検証（アウトプット 5）を行い公開す

ることで、政治的な影響による恣意的評価の排除が可能となる。 

・ つまり、アウトプット 1～5 のすべてが達成されることで、プロジェクト目標である制度全

体がうまく機能することを計画している。 

・ しかし、パラグアイ政府においては、テリトリー開発計画を策定する正統な手順が出来上が

っていない。このため、現況で基本単位となる自治体の間での対立や政権交代による影響が



生まれないよう、テリトリーの政策的な定義をはじめ、開発計画を審議する規範を制定する

ことや、各組織内のテリトリー運営管理に関する課題分析とその対策などを、プロジェクト

の活動の中で関係組織と確立していく必要がある。 

 

（３） 効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

・ 住民との合意によりテリトリーの範囲と特徴を定義し、テリトリー内で代表性の確保された

メンバーによる審議の場を設けることで、最大約 25 万人の住民に裨益すると考えられる。

各コミュニティや市に限定して開発計画を立案するよりも、事業効果が大きいと考えられ

る。 

・ 対象地域の 4テリトリーでは、県・市・組合による事業調整が一部行われている。テリトリ

ーの定義にしたがって整理、再編成する必要はあるものの、テリトリー開発のための審議を

行う基礎は既存の枠組みとして利用することが可能である。 

・ 各テリトリーで実施される事業は、中央からテリトリーの各レベルにおいて既存の資源（資

金、人材、サービスなど）を活用し、テリトリー内のアクターによって実施可能であること

が前提となるため、外部からの投入は必要最小限になることが見込まれる。 

・ 5.(1)で既述のように、中南米における第三国のテリトリー開発に関する知見の活用が可能

である。 

・ しかしながら、パラグアイ政府においてテリトリー開発を進めるための行政機構や予算編成

の制度ができていない状況では、異なるレベルの多数の関係者に新しい規範を説明し理解さ

せる必要が極めて高い。このため、特に実施段階の初期で多大な調整コスト（活動の量）が

予測される。 

・ JICA としてテリトリアル・アプローチに基づく農村開発事業に本格的に取り組むのは、本

プロジェクトが初めてである。この点では、テリトリー開発論の第一人者や、コスタリカで

のテリトリー開発および生活改善のアプローチを取り入れた農村開発政策の実践経験を有

する第三国専門家の協力が有効である。それらは、研修事業に参加している第三国の実施機

関や、国際セミナー開催で協力を得たドナー等との連携により得ることができる。 

 

（４） インパクト 

本プロジェクトにおいては、以下のような正のインパクトが予測される。 

・ 上位目標である対象テリトリーにおける社会経済指標の改善については、各テリトリーにお

いて、アクターがテリトリーの優先課題を社会的包摂に沿って解決するプロセスを醸成する

ことにより、テリトリー全体に裨益する開発効果が得られ、各テリトリーの特徴に応じた社

会経済指標の改善が見込まれる。また対象テリトリーにおける社会経済指標の改善は、パラ

グアイ国政府による参加型テリトリー運営管理システムの他地域への普及を促進すると見

込まれる。 

・ 対象テリトリーに関係する人材の育成、組織の強化、組織間の連携・調整に係る制度の強化

を総体的に進めていく。このため、テリトリー運営管理の実効的なメカニズムに、法制度や



予算制度の変更によって、中長期的な国家戦略としての正統性が与えられることが期待され

る。 

・ 参加型かつ包摂的なテリトリー運営管理の諸過程を通じて、これまで十分に組織化されてこ

なかった小規模農家、女性、若者などの社会集団が発言権を得られる。これにより、対象テ

リトリーを基礎とした市民社会の醸成が促される可能性がある。 

・ ただし、参加型のテリトリー運営管理システムへの反対勢力の理解を得るには、事業計画お

よび実施の過程と事業効果の測定が、透明性を確保しながら継続される必要がある。これに

は、プロジェクトの活動と実施期間を超えたパラグアイ政府のコミットメントが求められ

る。このため、上位目標および外部条件の適切性を、EDRIPP によるマスタープランが作成

された時点や、次期大統領選挙が終了した時点で、政府関係者と再検討し、公共政策として

のテリトリー開発の定着を促し、確認しなくてはならない。 

 

（５） 自立発展性 

本プロジェクトは、以下の点で自立発展性を確保するものである。 

・ テリトリーの住民を基本に、裨益者自身が開発戦略に関する意思決定を行い、行政の各階層

と調整・連携する制度を作るというプロジェクトの方向性は、多くの住民の支持を獲得でき

ると期待できるので、政権交代などによる関係組織の人事異動の影響は抑えられると考えら

れる。 

・ 参加型のテリトリー運営管理の実効的なメカニズムが形成され、パラグアイ政府による法や

予算に関する制度的支援を行うことにより、対象テリトリー以外への実施拡大を促す。 

・ テリトリーの中の資源を活用しながら、必要に応じて各レベルの行政組織と資源調達を行う

ため、コスト負担が分散する。 

・ ただし、テリトリーにおける開発の課題と戦略に優先順位をつけるための分析手法とファシ

リテーション技術を持つ人材を、テリトリーのアクターが継続的に利用できるようにしてお

く必要がある。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

＜貧困＞ 

 本プロジェクト対象地域には多くの小農が居住しているが、小農の生計は農業収入への依存

度が高く、変動幅の激しい農産物価格動向と天候に対しての脆弱さにより、容易に貧困状態に

陥りやすい。また、パラグアイでは 76 万人に達する不完全就業者に加え、毎年 16 万人が新た

に労働市場に参入しており、雇用創出も喫緊の課題である。農村雇用は特に深刻な状況にあり、

教育の質の低さや労働市場での規制の強さ(最低賃金や厳格な解職規程等)により、不完全就業

状態は肥大化している状況である。このように人間の安全保障の観点からの脆弱集団(恒常的貧

困層および貧困ダウンサイドリスクを抱える人々)が農村部には多く存在する。 

本プロジェクトではこのような貧困問題をさらに深刻なものにしないためにも、小農の生計

向上を阻害する様々な要因について、小農を含むテリトリーのアクター自身が多角的な視点か

ら優先度を決定・合意し、それに基づいたテリトリー開発計画を策定・実施していく際に特定



のアクターが強い発言権･決定権を持つことのないよう代表者の選定等に留意し、貧困層も開発

の便益を享受できるように配慮する必要がある。また、本プロジェクトで形成するテリトリー

運営管理システムによる開発効果の実証・検証の結果を、住民にその開発効果を広く周知する

ことも配慮する必要がある。 

＜ジェンダー＞ 

本プロジェクトにて適用されるテリトリアル・アプローチは、対象テリトリー内に存在する

アクターが、各々の代表性を確保し、共通の目的意識および実施体制を設定することを想定し

ている。そのため、女性・高齢者・若者・先住民などの社会的弱者をテリトリーレベルの農村

開発事業の計画・実施・モニタリング・評価の全ての段階に含めるための参加型かつ包摂的な

視点及び方法を検討することが不可欠である。これらの人々の参加が確保され、その視点やニ

ーズが事業プロセスに反映され、具体的な裨益効果として確認されるためには、対象テリトリ

ーの現状や課題について、男女別あるいは世代別または民族別に収集されたデータに基づいて

ジェンダーおよび社会的包摂の視点から分析すること、プロジェクトの活動の対象者に異なる

世代と民族の男女住民を含めること、男女別あるいは世代別または民族別のインパクトやグッ

ドプラクティスを定期的に確認することが重要である。また、テリトリアル・アプローチに基

づいた調整・連携メカニズムの構築にあたり、テリトリー、市、県、中央の各レベルの関係組

織の縦と横の連携を通じて経験や教訓等を共有する中で、ジェンダーおよび社会的包摂の視点

がそれら全てのレベルに組みこまれることが重要であるが、そのためにはプロジェクトの全て

の期間・プロセスに渡り、ジェンダーおよび社会的包摂の視点にたった細やかな配慮やファシ

リテーションが必要であるため、社会的包摂の視点を持ったジェンダーの専門家を定期的に投

入すると同時に、全てのプロジェクト関係者にジェンダーや社会的包摂に関する高い意識が求

められる。 

＜環境＞ 

 本プロジェクトのテリトリアル・アプローチでは環境的側面についても、テリトリーの特徴

付け、課題分析、計画策定の各段階で考慮しているが、テリトリー内だけでなく、テリトリー

の開発効果が近隣のテリトリーの環境に負の影響(公害など)を与えることがないか、アウトプ

ット５の検証の際に調査・分析することが求められる。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

・地方行政と住民の協働による農村開発活動を展開したメキシコ国「チアパス州ソコヌスコ地

域持続的農村開発プロジェクト」(2006 年 9 月～2010 年 3 月)において、多様な組織への複層ア

プローチの有効性や、実施機関が主導となったアクター間のコミュニケーションの重要性が認

識された。本プロジェクトでは、農牧省自身に、企画総局による省内の調整や担当部局による

他省庁との調整、農業普及局を通じた住民との対話等など、関係アクターとの連絡・調整に必

要な体制が存在する。そのため、農牧省に複層アプローチや関係組織間のコミュニケーション

の強化の重要性についての認識強化を通じ、既存の体制を活用した連携・調整メカニズムの形

成を行う予定である。 

・C/P 本邦研修の戦略的活用が有効であったことは、メキシコ国上記プロジェクトでも確認され



ている。本プロジェクトでも生活改善による農村開発に関する本邦研修の活用を検討する。そ

の際、研修候補者の選考基準の明確化や、帰国後に研修成果を義務付けるアクションプランの

作成を確認していく必要がある。 

・インドネシア国「スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト」(2007 年 9 月～2012 年 9 月)で

は、農業普及員や村落開発指導員など末端行政の職員のみならず NGO のスタッフや地域住民自

身の中から有望な人材を発掘し、ファシリテーターとして活用する地域の協働メカニズムの形

成を試みている。本プロジェクトにおいても、アクター間の主体性やオーナーシップの醸成の

ためには、適切なファシリテーターの選定と育成は必須項目として取り組んでいく予定である。 

 

８．今後の評価計画 

2011 年 10 月～12 月  

2014 年 4 月 

2016 年 4 月  

2021 年 

 

対象テリトリーにおけるベースライン調査 

中間レビュー調査 

終了時評価調査 

事後評価(予定) 
 

                                                  
i テリトリー：共通した開発目標を有する地域のまとまりを示す。テリトリーの範囲と定義は、テリトリーのアク

ター(注釈 ii 参照)の合意形成に基き確定されるものであり、社会・文化と生態系(環境)を基盤に歴史的に形成さ

れてきた生活圏が基本単位となる。パラグアイでは、現時点では便宜上、同一県内の複数の市(行政区)をまとめ

た地域として暫定的に定義している。 

ii テリトリアル・アプローチ：開発対象としてテリトリーに着目し、それぞれのテリトリーの開発ニーズ及びそ

の優先度に応じてセクター横断的に開発を進めるアプローチ。特に中南米においては、近年、各国でテリトリー

に着目した農村開発の取り組みが進められている。開発調査「小農支援のための総合的農村開発計画(以下、

EDRIPP)」で策定された「ガイドライン」においては、「テリトリーの人的資源や自然資源の潜在能力を維持しつ

つ、生産活動の秩序ある配置を通じて、テリトリーの発展ダイナミクスの転換を目指すプロセス」と定義してい

る。 

なお本プロジェクトでは、テリトリーを舞台とした農村開発の事業実施プロセスを「テリトリー運営管理シス

テム」にて行うこととしている。具体的には、①テリトリーの範囲と定義を設定し、②テリトリーの現状分析に

基づき開発の戦略・開発計画を策定し、③テリトリー内外のリソースを活用しながら戦略・開発計画を実施し、

④戦略・開発計画の実施のモニタリング・評価を通じて、テリトリーの範囲と定義や戦略・開発計画の修正を図

る PDCA サイクルとなる。 

なお、本プロジェクトでは、テリトリーに存在する「アクター(テリトリーの中に存在し、開発プロセスを担う

個人または組織。住民個人や市民組織、大学、NGO、地方自治体等を想定。(小農に限らない))」がテリトリー開

発の主体となり上記システムに参加するような「参加型のテリトリー運営管理システム」を構築する。 

iii パイロット地区：本プロジェクトが直接対象とする 4 テリトリーは表 1のとおり。これは EDRIPP の県・市レ

ベルのクラスター分析に基いて定めたものだが、プロジェクトの進捗によりパラグアイの政策上でテリトリーの

定義が明確化されると構成に変更が生じる可能性がある。 

表１ 対象４テリトリーの暫定的な範囲 

県名 テリトリー（区域）名称 構成する市（行政区） 

カアサパ Abaí Abaí, General Higinio Morino, San Juan Nepomuceno, Tavaí 

Caazapá Caazapá, Buena Vista, Dr. Moisés Bertoni, Maciel 

イタプア Colonias Unidas Bella Vista, Hohenau, Obligado, Capitán Miranda, Fram, Jesús, La 

Paz, Pirapó 

Yatytay Natalio, San Rafael de Paraná, Edelira, Yatytay, Itapúa Poty 

 

iv 参加型かつ包摂的：アクターがテリトリー開発の主体となるためには、テリトリー開発の審議が「参加型」で

なされる必要があるが、同時にテリトリーに存在する全てのアクターの意見を反映させるという「包摂性」も重

要なコンセプトとなる。そのため、テリトリー内のアクターを網羅してリストアップするとともに、特定のアク

ターが審議の場で強い発言権・決定権を持たないような代表者の選定が必要である。(さらに、ジェンダーや社会

的弱者への配慮も必要である。) 
v テリトリー事務局：テリトリー運営の事務局機能(会議の調整、戦略書の策定、モニタリングの実施など)を担

う組織。活動予算の管理が必要となるため、テリトリー運営管理の中心的な役割を担う組織(県庁など)内に設置



                                                                                                                                                            
されることが現実的である。 


